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令和４年道委不第７号 ネムロニュース事件 命令書（概要） 

 

第１ 当事者  

１ 申 立 人 ネムロニュース労働組合（以下「組合」という。）  

２ 被申立人 ネムロニュース株式会社（以下「会社」という。）  

 

第２ 事案の概要  

会社が組合のＡ執行委員長（以下「Ａ」という。）及びＢ副執行委員長（以下「Ｂ」という。）

に対し実施した記者職から人事総務付けへの配置転換が労働組合法（昭和24年法律第174号。以

下「法」という。）第７条第１号及び第３号に、会社がＡ及びＢの試用期間満了後に本採用を

拒否したことが法第７条第１号に、組合が会社に申し入れた団体交渉（以下「団交」という。）

を会社が拒否したことが法第７条第２号に、それぞれ該当する不当労働行為であるとして組合

から当委員会に救済申立てがなされた事案である。 

 

第３ 主文要旨 

１ 被申立人は、申立人の執行委員長であったＡ及び副執行委員長であったＢに対して行った令

和４年６月４日付け配置転換及び同年８月３１日付けの本採用拒否をなかったものとし、原職

又は原職相当職に復帰させ、同人らに対し、上記本採用拒否がなかったならば支給されるべき

であった同年９月１日から原職又は原職相当職に復帰するまでの間の賃金相当額並びにこれ

らに対する各支払日の翌日から各支払済みに至るまで年３分の割合による金員を付加して支

払わなければならない。 

２ 被申立人は、Ａ及びＢに対する令和４年６月４日付け配置転換等により申立人の運営に支配

介入してはならない。 

３ 被申立人は、申立人に対し、次の内容の文書を、日本産業規格Ａ４判の大きさの白紙に楷書

で明瞭かつ紙面いっぱいに記載し、本命令書写しの交付の日から７日以内に、手交しなければ

ならない。（内容は省略） 

４ 申立人のその余の申立てを棄却する。 

 

第４ 判断要旨  

１ Ａ及びＢに対する令和４年６月４日付けの記者職から人事総務付けへの配置転換は、Ａ及び

Ｂが組合員であることを理由とする「不利益な取扱い」として、法第７条第１号の不当労働行
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為に当たるか（争点１） 

⑴ 法第７条第１号は、労働者が労働組合を結成しようとしたことや労働組合の正当な行為を

したことを理由とする「不利益な取扱い」を不当労働行為として禁止している。 

⑵ 法第７条第１号の「不利益な取扱い」とは、不当労働行為に関する法制度の目的に照らし、

労働者の団結権及び団体行動権を侵害する性質の行為、換言すれば、労働者らの組合活動意

思を委縮させる組合活動一般を抑圧ないし制約する効果を持つと認められる取扱いを指す。 

したがって、「不利益性」の判断は、賃金の減少等の経済的不利益や職場制度の建前上の

不利益性の有無に限らず、当該職場における従業員の一般的認識に照らして、それが通常不

利益なものと受け止められ、それによって当該職場における組合員らの組合活動意思が委縮

し、組合活動一般に対して制約的効果が及ぶようなものであるか否かという観点からなされ

るべきである。 

⑶ この点、会社は、本件配置転換は、同一の勤務地での勤務であり、給与等の待遇を変更す

るものではないから、Ａらに対して通常甘受すべき程度を著しく超える不利益を負わせるも

のではないなどと主張する。 

しかしながら、会社は、Ａ委員長らを記者職から人事総務付けに配置転換し、Ａ委員長ら

の執務室を会社社屋の２階「総務部室」としたが、同室には、折り畳み式の机とパイプ椅子

しか用意されていなかったこと、その執務室及びＡ委員長らの作業場所である新聞保管室に

は、遅くとも令和４年７月８日には監視カメラが設置されていたこと、執務室及び新聞保管

室以外の部屋の出入口には「関係者以外立ち入りを禁ず」と書かれたプレートが設置され、

Ａ委員長らは入室を禁じられたこと、Ａ委員長らの勤務時間は１０時から１６時までとされ、

指示された業務は、倉庫整理及び１階スペースの清掃のみであったことを考え合わせると、

当該職場における職員の一般的認識として、本件配置転換が不利益なものであると受け止め

られ、それによって組合活動意思が委縮し、組合活動一般に対して制約的効果が及ぶもので

あることは明らかである。 

よって、本件配置転換は不利益性を有する。 

⑷ 次に、本件配置転換が「故をもって」行われたか否かについて検討する。 

この点、会社は、労働組合が結成されたことを知る前から、ＡらのＣに対するパワーハラ

スメント（以下「パワハラ」という。）の調査を開始しており、パワハラの事実があると評

価できる十分な事情を確認したものと判断して行った処分であり、労働組合を結成したこと

や組合員であることに基づくものではないと主張する。 

しかしながら、Ａは、令和４年５月５日、会社における長時間勤務の状態と未払賃金の問



3 

 

題を是正するため、従業員の過半数代表にＡがなることに賛同するよう署名を集め、同月１

７日、その署名が従業員の過半数を超えたので、その署名入り文書をＤプリンシパルに手渡

し、その際、Ｄプリンシパルは、「ちょっと社長の方にも、労働組合ができたというふうに

ね理解されたとなると、ちょっとこれも、後々厄介なことになるんで」と発言したこと、同

年６月１日、Ａが過半数代表者になることに賛同した者のうち５名が署名を取り下げたこと、

Ａらは、同月３日１２時頃、ネムロニュース労働組合結成大会を開催し、Ａが執行委員長に、

Ｂが副執行委員長に就任したが、その翌日の同月４日に、Ａらは、Ｅ社長からＣに対するハ

ラスメントのヒアリングを受け、その場で本件配置転換を言い渡されたこと、Ｃは同月８日、

Ａ委員長らのハラスメントを否定した通知書を会社に送付し、会社とＡ委員長らの訴訟にお

いても、同様の証言をしていることが認められる。 

これら一連の流れを見ると、同年５月１７日に労働者代表をＡにすることの過半数の同意

書を受け取ったＤプリンシパルがＥ社長に労働者代表にＡが選ばれたことを報告し、労働組

合ができた、若しくはできる可能性があると考えたＥ社長が、組合結成を嫌悪して、署名し

た者に署名を取り下げるよう働きかけたことにより５名が取り下げたこと、その後、会社が

にわかにＡらのＣらに対する言動を取り上げて、Ｃへのハラスメントの調査を始めたこと、

その調査はＣの意思とは無関係に結論が決められていたこと、同年６月４日８時４９分に送

信した、同月３日に組合を結成したことを通知するメールをＥ社長が見た上で、Ａらに対し、

同月４日１３時１５分頃から、Ｃへのハラスメントについてヒアリングを行ったことが推認

されるのであって、会社の不当労働行為意思が認められる。 

したがって、本件配置転換は、法第７条第１号の不当労働行為に該当する。 

２ Ａ及びＢに対する令和４年６月４日付け配置転換及び配置転換後の業務命令は、法第７条第

３号の不当労働行為に該当するか（争点２） 

法第７条第３号の成立要件は、使用者が労働組合を結成し、若しくは運営することを支配し、

若しくはこれに介入するなど所定の行為をすること、当該行為が使用者に帰責できること及び

不当労働行為意思があることである。 

本件配置転換等が、上記のとおり、会社の不当労働行為意思によってなされたものである以

上、会社の配置転換等に係る一連の行為は、Ａ委員長らの組合活動を委縮させ、組合の弱体化

を図る支配介入行為である。 

したがって、本件配置転換及びその後の業務命令は法第７条第３号の不当労働行為に該当す

る。 

３ Ａ及びＢを試用期間満了後、本採用を拒否したことは、Ａ及びＢが組合員であることを理由
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とする「不利益な取扱い」として、法第７条第１号の不当労働行為に当たるか（争点３） 

会社は、本件本採用拒否につき、Ａ委員長らの新聞記事の執筆業務を担当する能力が期待さ

れる水準を大きく下回ること、Ａ委員長らが本件配置転換後の業務遂行を満足に履行せず、拒

絶したこと、Ａ委員長は不適切な言動を繰り返し、それを認めて反省する姿勢がみられず、就

業場所が他の従業員と分離されたにも関わらず、他の従業員をストーカーのようにつけまわす

など異様な行動に及んでいること、勤務時間についても一部水増しして時間外勤務手当を不当

に請求し、Ｂ副委員長においては無断欠勤するなどの規律違反が認められること、Ｃへのハラ

スメント行為等によって本採用拒否をすることは客観的に合理的な理由があって、社会通念上

相当と認められることなどの事情を考慮すると、試用期間満了により労働契約を終了させたこ

とには合理性があり相当であると主張する。 

しかしながら、Ａ委員長らが記者としての能力が期待される水準を大きく下回るということ

を認めるに足る証拠は提出されていないこと、会社がＡ委員長らに対して命じた本件配転命令

以降の業務命令は、過小な業務を命じ、Ａ委員長らを他の従業員と隔離するものであって、嫌

がらせと評価し得るものであること、ＣへのハラスメントはＣ自身が否定していることなどか

ら、到底合理性、相当性を認めることはできない。 

一方、本件配置転換後、組合は、同年６月６日、労基署を訪れ、未払賃金や本件配置転換等

について相談し、行政措置を講ずるように申告し、労基署が同月３０日に会社に対し未払賃金

を支払うよう是正勧告を行ったこと、組合は、同月１６日、同月２２日、Ａ委員長らの出社命

令には応じられないことなどを会社に伝えたこと、Ｃは、同月８日、会社に対し、Ａ委員長か

らハラスメントは受けていない旨の通知書を送付したこと、組合は、同年７月４日、本件配置

転換が法第７条第１号及び第３号の不当労働行為に該当するとして、当委員会に本件申立てを

行ったこと、Ａ委員長らが、同月８日、本件配置転換の取消しを求めて、釧路地方裁判所に労

働審判の申立てを行ったことが認められる。 

以上の事情を勘案すると、本件本採用拒否は、本件配置転換時において組合嫌悪の意思を有

していた会社が、上記の組合活動に対し、継続した反組合的意図ないし動機を有して行ったも

のであり、不当労働行為意思があったものと認められる。 

したがって、本件本採用拒否は、法第７条第１号に該当する。 

４ 組合の団交申入れに対する会社の対応は、法第７条第２号の不当労働行為に該当するか（争

点４） 

⑴ 法第７条第２号は、使用者が正当な理由なく団交を拒否することを禁じており、使用者は、

団交に応じることのみならず、誠意をもって団交に当たらねばならず、労働組合の要求や主
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張に対する回答や自己の主張の根拠を具体的に説明したり、必要な資料を提示するなどの義

務を負う。 

本件において、組合は、①日程等の案について、組合が行ったのと同様に複数の日程案を

提示することを会社に求めたにもかかわらず、会社が複数の案を示さず、更に、団交に先立

つべき条件を欠いた実質的には案として成り立たない複数の案を提示したこと、②団交の開

催条件としての就業規則の提示が遅かったこと、会社が同年９月２日に退職金規程及び旅費

規程を作成し、組合への送付を同月５日に行ったことが遅すぎること、会社が提示した就業

規則等の中に時間外労働の申請書式が含まれておらず、旅費規程にはミスを含んでおり、就

業規則及び給与規程は、実際の制定、施行日が不明であり、かつ、Ｂ副委員長の始業終業時

刻及び休憩時間が反映されていないものを提示したことが実質的な団交の拒否であると主

張する。 

⑵ まず、上記①について検討する。 

本件において、Ａ委員長は、Ｅ社長及びＦ取締役に対し、令和４年６月８日、同月９日正

午以降できるだけ早くに会社が日程案を提示するよう求めることなどのメールを送信し、そ

の後、何回かＦ取締役らに対して団交に関するメールを送信し、同月１０日には、本件団交

申入れに対する会社からの回答がないことを踏まえ、同月１３日正午までに回答することを

求めるメールを送信した。 

その後、Ａ委員長は、同月１６日１１時４１分、Ｅ社長、Ｆ取締役及びＤプリンシパルに

対し、同日１３時までに、同日１７時から同月１８日２２時までの間における団交の開催日

時及び場所の候補をそれぞれ２つ以上回答するよう求める旨のメールを送信したが、Ｆ取締

役は、同月２０日、団交を同月３０日１３時３０分からＧホテルで設定したことなどの回答

メールをＡ委員長に送信した。 

Ａ委員長は、同月２１日、Ｆ取締役に対し、同月２２日から２４日のいずれかの日の１０

時から１８時までの間に開催することなどをメールで送信し、Ｆ取締役が同月２２日１０時

４分、会社の都合上、同日３０日が最短の開催であることなどを回答したのに対し、Ａ委員

長は、同日２１時４２分、同月２３日から２５日までのいずれかの日の１０時から１８時ま

での間に開催することなどをメールで送信した。 

その後も、同月３０日１３時３０分からの開催では遅すぎるというＡ委員長と、会社の都

合上、同月３０日が最短の開催であるとするＦ取締役のメールのやり取りが続いたが、結局、

同月３０日、組合は会社が指定する会場に現れなかったため、団交は開催されなかった。 

上記のとおり、会社は、組合が求める複数の候補日を挙げていないが、組合は会社に対し、
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極めて短い期限で回答を求め、何度もメールで会社に猶予を与えない候補日を指定している。

会社は、組合が挙げた同年６月１６日１７時から同月１８日２２時までの間という候補日に

対し、同月３０日の開催を提示しているが、会社が提示した日は必ずしも遅すぎるとは言え

ないことに加え、同年７月以降の日程調整も申し出ているのに対し、組合は会社が指定する

日が差し支える理由も述べることなく、遅すぎることを述べるにとどまっている。 

かかる事情の下では、会社が複数の候補日を挙げず、特定の日を提示したことのみをもっ

て実質的な団交の拒否と認めることはできない。 

また、組合は、団交に先立つべき条件を欠いた実質的には案として成り立たない複数の案

を提示したことが団交拒否に当たると主張するが、会社の代理人であるＨ弁護士は、組合の

要求する資料を提示した上で、団交の複数の候補日を挙げており、団交に向けた誠実な対応

をしており、団交の拒否には当たらない。 

⑶ 次に、上記②について検討する。 

本件において、Ａ委員長は、同年６月２８日に、Ｅ社長に対し、就業規則及び賃金規程等

の定めについて、制定及び改正履歴を含めて提示するよう求め、会社は、同月３０日、会社

の就業規則及び給与規程をメールでＡ委員長らに送付した。 

また、Ａ委員長は、翌７月１日、会社の旅費に関する定め及び退職金規程の提示を求めた

のに対し、会社の代理人となったＨ弁護士は、同年８月８日、Ａ委員長に対し、会社が退職

金規程及び旅費に関する定めを未作成であることをメールで伝え、その後、Ａ委員長から度

重なる提示要求を受け、Ｈ弁護士は、同年９月５日、会社の退職金規程及び旅費規程をメー

ルでＡ委員長に送付した。退職金規程には「令和４年９月２日制定」、旅費規程には「２０

２２年９月２日より施行する。」と記載されていた。 

Ａ委員長は、同月７日、会社の退職金規程及び旅費規程の提示が同月５日とＡ委員長らの

本件本採用拒否後であること、しかも両規程の施行日が同月２日と本件本採用拒否後である

ことは、「当労組及び組合員であるＡ及びＢを不当に扱い続け、かつ嫌悪し続けている」こ

との証である旨のメールをＨ弁護士に送信した。また、同メールには会社の退職金規程及び

旅費規程の内容が誤っている旨も記載していたが、誤っている箇所は示していなかった。Ｈ

弁護士は、同月８日、「当労組及び組合員であるＡ及びＢを不当に扱い続け、かつ嫌悪し続

けている」などという意図はないこと及び会社の退職金規程及び旅費規程は、社会保険労務

士に確認した上で作成、施行しており、誤りはないと認識している旨のメールをＡ委員長に

送信した。 

その間、Ａ委員長とＨ弁護士との間で団交の日程調整をするも、実施には至らなかった。 
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本件においては、上記のとおり、会社は、団交の実施前に組合の求める資料を提示してい

るのであって、その提出の時期が組合の希望する時期ではなかったり、その資料の内容に誤

っている箇所があったり、実際の制定、施行日が不明であったとしても、それらをもって直

ちに団交の拒否もしくは使用者の誠実交渉義務に違反する行為があったとは言えない。 

⑷ よって、会社の行為は団交の拒否には該当しない。 

 

第５ 審査の経過（調査19回、審問１回）  

１ 申立年月日 

令和４年（2022年）７月４日  

２ 公益委員会議の合議年月日 

令和８年（2026年）２月13日、同月27日、４月７日、同月24日 


